
資料１

市民保養所「やちほ」の整備等の経緯（補足）

昭和５３年　８月
市制２５周年の記念事業で「農山村との姉妹都市提携」が進められ、候補地の選定を開始
当時の選定基準、①都市環境を補完し、半径１００ｋｍの距離圏で、自然環境が良好なこと、
②災害時に老人や子どもの一時避難場所になり得ること

昭和５４年　４月
姉妹都市が「長野県南佐久郡八千穂村」に決定
→１０月、市制２５周年の記念式典前日に、盟約書への調印が行われた。

昭和５５年　７月～

交流開始　八千穂村と府中市の野球チームの親善試合（市営球場）
　　　　　府中市のボーイスカウト隊が八千穂村で夏キャンプ
　　　　　府中市の青少年楽団が八千穂村で演奏会
８月に市制世論調査を実施。姉妹都市を知っていたのは、市民のほぼ半数に当たる４７．６％
だったが、今後進めるべき交流内容について、①産地直送（４８．８％）、②保養施設・ス
ポーツ施設の開設（３７．８％）、③スポーツ・文化交流（２６．３％）、④伝統芸能などの
紹介（１７．８％）、⑤家庭相互の交流、児童・生徒の交流（７．５％）などが示された。

昭和５５年１０月 八千穂村との姉妹都市交流の今後の計画や実施方法を検討する「姉妹都市友好委員会」を発足

昭和５６年１０月

姉妹都市友好委員会が、中間答申「姉妹都市交流事業のあり方について」を報告
両市村民が文化、教育、産業、経済などの交流を行い、友好と信頼を深め、ともに発展するた
め、話し合いの場が確保されることの必要性から、両市村民の「ふれあいの場」としての宿泊
施設の新設を求めた。

昭和６０年　３月

昭和５６年の姉妹都市友好委員会の報告を受けて、八千穂村への宿泊施設新設の必要性は認め
つつも、道路状況等により冬場の利用が困難なため、宿泊施設建設計画は一時中断していた
が、道路整備が進行し、また、八千穂高原スキー場がオープンしたことから、昭和５９年には
計画を再開することとし、姉妹都市八千穂村市民宿泊施設新築工事の請負契約を締結した。

昭和６０年１２月 府中市民保養所「やちほ」オープン（１２月２５日）。工事費は、附帯工事も含めて約１０億円

平成１７年　３月 平成１７年３月２０日、八千穂村が、隣接する佐久町と合併し、佐久穂町になった。

平成２０年　４月 市民サービスの向上や施設の効率的かつ効果的な運営を図るため、指定管理者制度を導入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和５６年１０月２９日　府中市姉妹都市友好委員会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　姉妹都市交流のあり方について（抜粋）



生涯学習センターの整備等の経緯（補足）

昭和６０年　８月 多様化する市民の学習要求に対応するため「生涯教育検討協議会」を設置

昭和６２年　３月
府中市における生涯教育の推進について報告
→生涯教育推進の拠点施設の必要性（この時点では、学習関係施設のみ）

昭和６２年　８月 生涯教育の核となる施設内容を検討するため「生涯学習センター建設検討協議会」を設置

昭和６３年　７月

生涯学習センターの基本的あり方について報告
協議会における検討の中で、宿泊施設の整備については、賛成・反対のそれぞれの意見があ
り、結果として、宿泊施設は将来に予測される機能拡大として位置付けられている。
（賛成）利用者のふれあいが深まり、研修の実が上がる。
　　　　市民交響楽団、スポーツ団体等が合宿の宿泊場所に困っている。
（反対）市内に宿泊施設をつくっても利用されない。
　　　　食堂等の附属設備が必要となり、経費がかかる。

平成　元年

市議会において宿泊施設も同時に建設すべきという意見
（以前からジュニアスポーツ活動を中心とした多目的な宿泊施設の整備要望があった。）
社会教育関係団体（６４５団体）とジュニアスポーツ団体（９２団体）の合計７３７団体を対
象にアンケートを実施し、生涯学習センターに宿泊施設があった方がよいが７３．９％であっ
た。また、ジュニアスポーツ団体から、都立府中青年の家の春休み、夏休み等の利用が困難で
あることから、実現して欲しい旨の要望があった。
→宿泊施設について、将来増設ではなく、当初から整備することを検討

平成　元年１２月
府中市基本計画を改訂
→「スポーツ・レクリエーションの振興」の取組として、第２総合体育館の設置や温水プール
　の建設が明記される。

平成　２年　３月 建設用地について、国と譲渡契約を締結。価格は約７６億円

平成　２年１２月
新築工事請負契約のための議案を市議会に提出。生涯学習センター建設検討協議会から報告の
あった学習施設に加えて、体育室、温水プール、宿泊施設や駐車場を整備する設計とした。

平成　５年　５月 生涯学習センターがオープン（５月５日）。工事費は、附帯工事も含めて約１１０億円

平成２５年　４月 市民サービスの向上や施設の効率的かつ効果的な運営を図るため、指定管理者制度を導入

昭和６３年７月６日　生涯学習センター建設検討協議会
生涯学習センターの基本的あり方について（抜粋）


